







































































　実際に平成 26 年版犯罪白書で確認すると、平成 25 年の一般刑法犯検挙
人員の約 3 割は微罪処分で処理されている。また、家庭裁判所送致を除い
て考えると、公判請求されたのは全体の約 7％にすぎない一方、起訴猶予
















　表 1 は、1994（平成 6）年から 2013（平成 25）年までの一般刑法犯及
び道交違反を除く特別法犯の起訴・不起訴人員とその割合を見たものであ











6 67,725 55,390 42,080 55.0 38.3 52,960 21,912 18,443 70.7 25.8
7 66,027 53,475 40,251 55.3 37.9 60,856 25,387 21,790 70.6 26.4
8 65,595 51,973 39,371 55.8 37.5 61,334 21,281 18,237 74.2 22.9
9 68,040 51,699 39,073 56.8 36.5 60,765 19,927 16,914 75.3 21.8
10 72,100 51,873 38,668 58.2 34.9 58,054 19,841 16,691 74.5 22.3
11 75,560 51,630 37,923 59.4 33.4 61,600 22,707 19,447 73.1 24.0
12 86,897 63,962 44,659 57.6 33.9 61,641 21,946 18,433 73.7 23.0
13 93,286 70,780 48,476 56.9 34.2 63,887 23,506 19,233 73.1 23.1
14 100,913 81,376 56,708 55.4 36.0 65,056 23,445 19,164 73.5 22.8
15 105,375 92,494 64,471 53.3 38.0 70,719 29,147 24,089 70.8 25.4
16 110,193 110,346 72,782 50.0 39.8 71,371 34,328 29,171 67.5 29.0
17 109,441 124,184 77,245 46.8 41.4 74,442 38,166 33,074 66.1 30.8
18 110,298 142,852 75,734 43.6 40.7 71,821 42,523 37,239 62.8 34.1
19 102,993 133,196 72,379 43.6 41.3 70,366 46,479 40,827 60.2 36.7
20 98,570 123,457 71,610 44.4 42.1 61,985 46,449 40,967 57.2 39.8
21 96,541 123,184 73,459 43.9 43.2 61,597 48,629 42,603 55.9 40.9
22 91,322 123,591 75,808 42.5 45.4 58,237 45,246 39,170 56.3 40.2
23 85,586 118,802 74,323 41.9 46.5 54,339 41,350 35,423 56.8 39.5
24 83,823 122,269 77,471 40.7 48.0 51,809 41,941 35,232 55.3 40.5
25 78,774 123,672 79,248 38.9 50.1 48,722 41,039 34,105 54.3 41.2
※平成 26 年版犯罪白書 CD-ROM 資料 2-2-3-2 図から引用。
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る。このうち一般刑法犯の起訴猶予率を見ると、2004（平成 16）年まで
は 30% 台で推移していたが、2005（平成 17）年に 40% を超え、「入口支
援」の試行が開始される直前の 2010（平成 22）年以降は 40% 台後半と
なっている。また、道交違反を除く特別法犯の起訴猶予率を見ると、同様
に 2004（平成 16）年までは 20% 台で推移していたが、2005（平成 17）
年に 30% を超え、2010（平成 22）年以降は 40% 前後となっている。
　表 2 は、1994（平成 6）年から 2013（平成 25）年までの間、検察庁の
新規受理人員の約半数を占める窃盗で起訴猶予になった者の数を、男女
別、年代別に見たものである。65 歳以上の高齢者で増加が顕著であり、

















　表 3 は、平成 6 年から平成 25 年までの間に、起訴猶予者を対象にした
更生緊急保護の措置の実施状況を示すものである。平成 6 年当時と比べる
82
表 2　窃盗　年齢層別の起訴猶予人員等の推移（平成 6年～平成 25 年）
①　男　子
年次 総数 20 歳未満 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～64 歳 65 歳以上
６ 14,194 321 6,012 2,545 2,537 2,397 382
７ 12,984 249 5,217 2,380 2,522 2,218 398
８ 12,340 211 4,776 2,287 2,409 2,235 422
９ 12,366 190 4,736 2,229 2,382 2,350 479
10 12,346 208 4,758 2,269 2,226 2,356 529
11 12,647 186 4,627 2,215 2,243 2,706 670
12 14,102 229 4,775 2,526 2,360 3,310 902
13 14,719 280 5,023 2,613 2,278 3,469 1,056
14 17,153 336 5,364 3,267 2,567 4,173 1,446
15 20,088 717 6,363 3,649 2,815 4,725 1,819
16 22,758 444 6,787 4,115 3,203 5,601 2,608
17 24,957 396 7,126 4,407 3,564 6,256 3,208
18 23,345 371 6,283 4,112 3,267 5,781 3,531
19 21,791 291 5,538 3,680 3,186 5,422 3,674
20 22,044 259 5,324 3,692 3,180 5,569 4,020
21 23,654 359 5,959 4,149 3,438 5,622 4,127
22 26,823 428 6,832 4,919 4,023 6,048 4,573
23 26,483 379 6,627 4,746 3,874 6,025 4,832
24 27,071 402 6,535 4,678 4,173 6,081 5,202
25 26,993 384 6,639 4,596 4,189 5,759 5,426
②　女　子
年次 総数 20 歳未満 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～64 歳 65 歳以上
６ 4,370 52 1,479 850 921 898 170
７ 4,469 52 1,525 827 915 983 167
８ 4,520 47 1,398 855 906 1,085 229
９ 4,773 36 1,575 852 969 1,076 265
10 4,717 32 1,579 890 852 1,082 282
11 4,701 41 1,412 856 816 1,181 395
12 5,422 57 1,532 944 863 1,478 548
13 6,149 45 1,704 1,076 998 1,654 672
14 7,472 85 1,867 1,407 1,181 1,937 995
15 8,320 188 2,063 1,567 1,244 2,119 1,139
16 10,186 73 2,384 1,985 1,441 2,613 1,690
17 11,314 61 2,500 2,142 1,574 2,847 2,190
18 10,579 57 2,145 1,930 1,406 2,527 2,514
19 9,914 53 1,935 1,762 1,374 2,269 2,521
20 9,939 51 1,811 1,804 1,409 2,222 2,642
21 9,993 51 1,800 1,763 1,423 2,192 2,764
22 10,280 34 1,790 1,700 1,606 2,217 2,933
23 10,069 57 1,595 1,636 1,495 2,214 3,072
24 10,354 37 1,583 1,601 1,640 2,144 3,349
25 10,507 45 1,554 1,547 1,650 2,189 3,522
















宿　泊 食事給与 衣料給与 医療援助 旅費給与
6  1,098   ―   417   127   2   347   463  （―）
7  940   ―   321   110   3   295   478  （―）
8  856   ―   304   92   ―   277   449  （―）
9  988   ―   332   135   5   322   501  （―）
10  1,025   ―   318   129   1   330   579  （―）
11  1,071   ―   316   91   5   323   509  （―）
12  1,310   ―   327   125   2   343   580  （―）
13  1,138   ―   294   97   ―   277   459  （―）
14  1,431   ―   351   94   5   351   510  （―）
15  1,548   ―   379   86   1   366   527  （―）
16  1,334   ―   304   77   1   325   607  （―）
17  1,461   ―   325   102   1   343   603  （―）
18  1,468   ―   315   90   1   338   615  （―）
19  1,687   ―   365   125   4   411   630  （1）
20  1,876   ―   381   116   1   357   661  （―）
21  1,972   ―   354   124   1   368   662  （―）
22  1,763   ―   315   147   ―   317   644  （3）
23  1,413   1   260   224   3   252   721  （81）
24  1,608   ―   271   289   1   263   853  （173）













































重大再犯事件が起き（8）、さらに 2006（平成 18）年 1 月には、高齢・障害
のある再犯者による下関駅放火事件が起き（9）、その後の平成 19 年版犯罪
白書は、「約 3 割の再犯者によって、約 6 割の犯罪が行われている」との
研究結果を公表し、国の刑事政策として再犯対策が重要であることを指摘
した（10）ことが挙げられる。
　こうした流れの中、犯罪対策閣僚会議は、2008 年（平成 20）年 12 月に
「犯罪に強い社会の実現のための行動計画 2008―『世界一安全な国、日
本』の復活を目指して―」（11）を、2012（平成 24）年 7 月に「再犯防止に
向けた総合対策」（12）を、2013（平成 25）年 12 月に「『世界一安全な日本』





































































































































的によって加重される場合であっても 1 ランクから 2 ランクの加重に止め
られるとされる（28）。
　こうした量刑判断における「公平性」重視の姿勢は、裁判員裁判の量刑
を破棄自判した最高裁判所平成 26 年 7 月 24 日判決（刑集 68 巻 6 号 925
頁）が、「裁判においては、行為責任の原則を基礎としつつ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、当該犯罪行
4 4 4 4 4
為にふさわしいと考えられる刑が言い渡される
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことになるが、裁判例が集
4 4 4 4 4
積されることによって
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、その目安とされる








































4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、これを判
4 4 4 4
断するほかなく



































　2010（平成 22）年 9 月に大阪地検特捜部における不祥事が発覚して、





4 4 4 4 4
、相応の科刑
4 4 4 4 4
の実現である」、「警察その他の捜査
機関のほか、矯正、保護その他の関係機関とも連携し、犯罪の防止や罪を
4 4 4 4 4 4 4 4
犯した者の更生




















































































































4 4 4 4 4 4
傾向を前提とすべきではない事情の存在について
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、裁判体の判断が具体









































































































































































4 4 4 4 4
、軽微な犯罪に限られるであろう







4 4 4 4 4 4
、更生支援の必要性が高いと判断したとしても
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、
検察官において
4 4 4 4 4 4 4
、起訴した上で実刑判決を求めることはあり得る
























4 4 4 4 4 4 4
、被害者が宥恕している

















































































　いわゆる「横浜方式」は、1961（昭和 36）年 1 月から横浜地検で開始



















































れば、1961（昭和 36）年に 93 名、1962（昭和 37）年に 72 名、1963（昭
和 38）年に 24 名、1964（昭和 39）年に 5 名の総数 194 名の対象者のう
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ち、補導終了時の成績は、良が 109 名、やや良が 28 名、普通が 36 名、不






44 年版犯罪白書によれば、大阪地検においては、1967（昭和 42）年 10 月
から 1968（昭和 43）年 9 月までの 1 年間に、この特別の措置の適用を受
けた者が 34 人、うち適用を受け終った者 25 人で、そのうち成績良の者は
17 人となっており、京都地検においては、1967（昭和 42）年 4 月から
1968（昭和 43）年 12 月までの 1 年 9 か月間に、特別の措置の適用を受け


























調査では 20 例中 17 例が警察の処遇意見は『厳重処分を願う』となってい
た。（中略）事件送致を受けた検察官が
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、『警察は厳罰を望んでおり




4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、補導措置を申し出れば起訴猶予処分に付そう
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